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〔書評〕

斎藤高宏著

『わが国食品産業の海ﾀﾄ直接投資

一グローバル,エコノミーへの対応一」（筑波書房'992年）

洞口治夫

海外直接投資の研究をする場合，地域ないし産

業，あるいはその双方を限定するという必要に迫

られる。イミＴＩ;:は，日本の食,INI,産業に|lUする海外直

接投資研究である．「1本企業のＩｉ伽外｣８i1地生産に関

する従来の研究が，量的な意味において日勤''１，

迩機・電子といった加工組立』ｌ雌堆に＃ﾐ'|'してき

ただけに新鮮である。

なぜ従来の研究が，特定産業の(U[先に染１１'して

きたのだろうか｡直接投衡が111:｢|りに多いというこ

とばつの理１１１になりそうではある。しかし，１１

本の場合，伝統的に第三次産業における海外直接

投盗の比重が高いのである．また，YIil:的な比重と

いう点に限って言えば，製造業のなかで「その他

製造業」に分類される「藤業」のＩｉ１[先がもっと多

くてもよいことになろう｢，

ズ21連にその影響力が低下しつつあるとはいえ，

'三|本の1学問的状況を前提とした，ありうべき-.つ

の推測は次のようなものである。すなわち，資本

jH義的生産様式になんらかの「ﾘ|↓llU」が存在する

というドグマに立脚して，特定雌瀧が選択されて

きた111能性である。イギリスの繊維産業，ドイツ

の鉄鋼業，アメリカのＦ１動Ili産業について，そう

した「典型」としての位綴づけが強ｉｉＭされる場合

がある。そして，企業の海外現地41擁を研究する

吻合においても，その類推から特定の砿業が研究

対象として選択されてきたのかもしれない。

しかし，資本主義的生Ffi様式になんらかの「典

型」が存在するというドグマに立脚するならば，

現実に我々が生活している社会の多様性に服をそ

むけることになるのではないだろうか，なんらか

の根拠に基づくものであったとしても，特定の時

代，特定の国に産業の「』１１型」を求めるアプロー

チは，我々の認識を豊かにするものと言えるので

あろうか『，

本TII:は，その意Lkにおいて，明らかに我々の認

識に一つの舩かさをjjllえるものであると言ってよ

いであろうｎ

本ｉＩｉ:の附成は以1,.のとお})である。

序jiit・イパiIl:のi;IlLMuと術成

第１章・わが|'(|食,hI,産業のiiI[外直接投盗の動l(リ

とその胖徴

第２噺.わがljK1食[Ｍ産業のアメリカへの直接投

資のlIillｲﾘとその[Ｉ的・問題点

第３章・わが111食Ｉｌｌ,産業のアジア諸匡|への直接

投溢の動向と技術移転

第４章・わが１１《|食【(h産業のヨーロッパ諸国への

直接投識の動向とＥＣ117場統合

終章・本:iI1:のまとめと今後についての若Ｔの

乙准察

序章は，諜迦・llIlMLl意識・分析視角・本11}:の柿

成からなる。将肴は，その冒頭に，「本ＴＩＩどの課題

は，近年，急激に墹加しつつあるわが国食品産業

(主として，食,Ｈ１Ⅲ難）の海外直接投資に関して，

その背!;(，特徴，問題点などをいくつかの視点か

ら明らかにし，わが国食Ail産業が直面している数

多くの'111題の一端を腿示することにある」（３ペー

ジ）と述べている．

第１章から鏑４tｉｆにわたる各章において，館１

節では全産業にわたる日本の直接投資動lijIを統計

資料によって鵬11Mしている。すなわち，第１章第

１節では1｣ﾉ1Ｗ)lU:界全体に|〔１けた直接投資動向，

第２厳第１節ではアメリカ向け，第３章第１節で

はアジア向け，第４章第１節ではヨーロッパlhlけ

直接投資の動向を概説している。
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また，行軍の第２節では，［|ｲｴの食,'１１m協業につ

いて，その直接投資動向を地域別に雛1Il1している｡

すなわち，アメリカ，アジア，ヨーロッパのそｵＬ

ぞれについて，州ないし国別に刑１１分化したのち，

企業別の動向を概観している。

第２章第３節および第４章第３節では，それぞ

れ，アメリカおよびヨーロッパにおける食1ｌｂ産業

のＭ＆Ａの腿llMを跡づけており，また，第３章第

３節では，アジア諦国における「1糸食,１１，厳堆の撤

退を論じている｡

第２章第４節，第３章第４節，第４ＪＩＴ第４節で

は，キッコーマン，味の素，サントリーのケース・

スタディを行ない，さらに，第２章から鋪イ章に

いたる各章の並終節では，アメリカへのｉｌＩＩ接投賓

の動機・「1｢１９と問題点，アジア識|玉|への技術移転，

ＥＣ市j粉統合と［１本の食品産業の対応を，そj'しぞ

れ論じている:，

終章では，行軍で明らかになったﾘﾄｿﾐをまとめ

ると'１１時に，1990年代に至って海外1#1披投ｉｉｉが減

少傾lij】を示していることについて辿川Ｉ的な湖ﾘ1を

加えている。

を)}念に渉猟していることである。それは，今後

この分Ｕｌｌ３に関する研究を進めたいと考える研究者

にとってUlUFfな指針となりうる。

また，たとえば，第１章においては，後の諸章

でとりあげることのないlI1南米・オセアニアにつ

いてのf〔＃:|雛理を行っているが，1980年代におい

て，’'１i卜i米|(りけの直接投資が減少する一ﾌﾞjで，オ

セアニア|iりけは急増してきたことを報告している：

と})わけオーストラリアについては，１三|本の牛肉

'二Ｉｌ１ｌ化によるＩＩＴ場拡大を|=lrnとした｣in地食肉加工

メーカー，牧場の買収が進んでいるという。

こうした躯実は，食品産業に固有な経済環境を

背lil:としていると同時に，ある意味では，今後日

本の製造業全般がたどるであろう勅きを先取りし

ているのかもしれない。すなわち，「|ｲ息|到内のilT

場Ｉ)ﾄ|放と輸入1W力Ⅱが，それを政治的に要求する欧

米i;h1F1の企推によって担われるのではなく，国際

薑事業iiIi肋のノウハウを蓄献した[|水の多国籍企業

によって行われるnJ能性である。

第三に，興味深いケース・スタデイを各章に配

置していることである.すなわち，鋪２章第４節

で「キッコーマンの海外展'111とアメリカ進出｣，

第３li1r箙４節で「味の素の海外展llilとアジア諸国

への進１１}｣]第４章第４節で「サントリーのヨー

ロッパiil1lIil進出とグローバル化」である。

Ｉ|水の対米直接投資が19世紀にはじまっていた

こと，そして日本のＧＮＰに,｣iぬる比率が第二次

大戦後と比較しても高い水準にあったこと，当時，

商社・外為銀行・海上巡輸・lti害保険といった第

三次瀧瀧が主流をしめていたこと，また，そうし

たなかで，キッコーマンが製造紫として例外的に

アメリカに現地製造工場を設立していたことは経

営史ｌｉ１１究家によって指摘されてきたＩｌｒ２)ことであ

るが，キッコーマンの海外展Ⅱ'1の朧史をコンパク

トにまとめると|可時に，詳細な文献リストが付さ

れてお})，今後の研究にとって有１１１であろうニ

この点は，アジアにおける技術移転ないし技能

形成をiMiずる際に，しばしばモデル・ケースとし

て論じられてきた味の素が収Ｉ)｣1げられているこ

とについても，何様である．すなわち，本５１ｆは，

liH先ｽﾞﾘ･象の選択に成功していると思われる。また，

独ili菜I|:政策に関連した「輸入総代理1,1丁契約」の

ありノjと，１１本企業によるそのlljl避のﾌﾞj法を考え

本ＴＩＩ:は，次のいくつかの点において，優』Ｉした特

徴を有している。

第一に，｜橘Tにおいて設定ざｊした分析視ﾌﾞﾘにお

いて，「経営了{源」の概念がjl2雌に,f1,1,Wざｵしてい

ることである。

「経営涜源」という概念はしばしばi洪解さﾉL，

誤Ｈ１されてきた。あるいは，むしろ退化してきた

と言ってよい。「経営資源とはヒト．モノ．カネ

情報である」という誤った言説が広く流ｌｉされて

いるように恩わｵしる。（例えば，そｵしは大学の履

修要綱にも散見される｡）従業員が多く，機う械設

備を多並に保持し，自己資金を11,;(に抱えている

ことは,「企業規模」ないし「賓瀧」の規模が大

きいことを意味するのであって，「紙`i;irYfiⅡ!」の

豊かさに直接結びつくとは限らない、学説的にど

のような定義がおこなわれてきたかについては，

すでに別の筒iﾘiで議論した!'Ⅲ''のでここでは繰り

返さないが，ｊＭｌｉに「経営資源」の概念をll1解し

たうえで分析を進めているというﾉｌＸで，本111:は真

撃な検討の対象とすべき研究であると青える。

第二に，ｆ十章すべて博ｳ|考証，雑木文献と統計
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るうえで重要なサントリーの事例が合まｵしている

ことについても，その意義を高く評'111iするべきで

あろう。

証を進める作業が怯み重ねられていないことに歯

がゆさを感じるのである`、

評者が本iIfにおいて解きあかしてもらいたかっ

たと感じた様々な|Ｍ１題は，この２つの点にすべて

関連する:：食,Ｈ１産業を研究ｶﾅ象としてllXl)上げる

場合，たとえば，次のような諸'111題をどう考える

べきであろうか。

他の製造業と比較した場合，食!}/,蔽業の特殊性

と一般性をどのようにとらえるか。製造工程か，

マーケティングの方法か，あるいは，貿易擶造に

おける特定地域との連関か。

日本の食,W,産業が第二次'1t界大戦以Iiiiから海外

現地生藤を腱I)NしてきたというIif史的jIji実は，そ

れ自体興ⅡI<深いものであるが，では，その間蓄蔵

されてきたであろう経営資源とはいったい何であっ

たのか。

食品のなかでも，一国の文化に伝統的に根ざし

た食All，たとえば，鶴ｉｌｌｌについてはプロダクトサ

イクルnM論は妥当するか。プロダクトサイクル理

論それ'3体が誤謬に満ちたものであるのか，ある

いは，成熟期が延々と数百年にわたって続く商品

が存在するのか，実は絶えざる製IRI差別化が行わ

れているのか。

食,Ｈ１,産堆では，その製造工催における革新がコ

ストliUjRをもたらすのに対して，マーケティング

技法のflT新が製品差別化を産みだしているのでは

ないか。１１本国内における市場シェアの獲得には，

と【)わけ後者の影響が強いのではないか･そうし

たサンク・コストの支出wi3'を1iii腿として国内i｢'７

場を確保する一方で，要素賦存を利Ⅲ]した生産立

地が進み，例えばタイの生産拠点においては，生

産工程におけるノウハウの移転がみられるのでは

ないか。

加Ｉ型に分類される食品産業はなにか。また装

置産業としての性格を色濃く持つ食IHI産業はなに

かニその製造工程の違いに応じて，生藤立地に違

いはｲ｢:征しないか。

ケース・スタディの対象となった企業は，どの

ような組織|櫛造を採用しているか：１１:業部iiillの採

用はいつからか。事業部単位で生産拠点を設立し

た場合，ｌｉｉｌ地域内における襖数拠点設置といっ

た重複役iiiの''１題は生じていないか《，それは食品

産業にⅢＷｊな調整過程を必要としているか。輸出

本１１１:にM3する不満を挙げるならば，次の什点に

要約できる「

第一に，研ツヅI象を食品産業に限定することの

理由が，さほどi;兄得的ではない。評者は|j頚述べ

た理由によって「斬鮮き」を感じたが，粁背には

｢国内TII場I1rllilji11」と位置づける産業をIiH光挑|象

として選択することの独自な意義を，より{１１t極的

に論じてもらいたかった。

どのようなD{先対象を選択するかそﾉしは，研

究者が、雌初に'1|会う決定的に亜婆なＩＭＩ趣である`，

著者は「残念なことにわが国食,W,産業のｉＩｌｊ外旧:接

投資に関するIU1先は必ずしも十分とはいえなかっ

た」（５ページ）という。しかし，「従来Ｉｉ１１光され

てこなかったこと」は無数にあり，それを川111と

して研究対象を選択することに戯極的な:ぱ炎は乏

しい二重要なのは，われわれの社会にとっての意

義であり，JIM論を含めた認識の豊かさへの1?〔献に

ある｡

第二に，各噸は，概ね現状に至るlMi史i191IiI向を

統計データにllllしてたどる作業によって成り立っ

ている二,その'1;雛は)1.念ではある。しかし，残念

ながら，統而l･データを整理した各節は几1とである

と言わざるをえない．

かりにそのﾉｊＸをi流者の寛容に委ねるとしても，

さらに次のようなlll1題が残される。すなわち，イミ

T1$32ページおよび229ページで取り１２げらノしてい

る'1,島清教樋のjli実発見に関する批!|；|lを(ｸﾘ外とし

て，通説に対する批判が乏しいのである(，そｵしは

先行研究が乏しいためだけであろうか《，かなり好

意的に解釈したとしてもｗ依然として，將者が独

自に立てた仮i塊の検定ないし「疑|M1への解騨」を

与えているとは局.い難い二「どのような'１１１題を解

きあかすか」という'111題意識が，なおざりにされ

ている盛をｆＷ)ないのである。ありていにi-;えば，

本吉:の読後感は。大手銀行の『調査)l報｜を碗み

終えたときのそれに類似しているのである：具体

的に'よ，たとえば，「Ｉ１ｉ官iという1111111だけでは食

品産業の海外if〔接投資は増加しない」（５ページ）

といった幾１１１(が1M､ﾘiに散見されるだけに，そのﾂミ
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による販売子会社との調整はどのように行ってい

るか。

日本の食品製造企業の海外直接投資は，ある特

定の地域に向けられた場合に，ロ本国内からの輸

出を増加させるのか，あるいは，日本向け輸出を

増加させるのか。（84ページに掲げられている醤

油輸出量のデータが持つ含意を食品産業全般に敷

桁できるか｡）日本国内における牛肉の生産者と，

海外で牛肉を生産して輸入する業者との間の競合

関係はどのようなものか。また，米のi１１場開放が

迫られているなか，米を主原料とする食品産業は，

どう対応しているのか。1980年代後半に活発化し

た食品産業のＭ＆Ａは，収益のあがるものとなっ

ているか。収益liPliが低いとしたら，その原因は何

か．

本普を読むと，こうした様々な疑問が沸き上が

る。こうした知的刺激には，特定産業に偏った従

来の海外直接投資研究からは得らｵし難い性質のも

のもあろう。評者は，こうした疑問をi州き上がら

せてくれる著作は，少なくとも，一読に(ＩＩＬＩすると

言いたいのである。

(注ｌ）１１１１｣治夫「日本企業の海外111〔接投ゼトーアジ

アヘの進出と撤退一」（Ⅲ〔京大学ｌｌＩ版会，1992年）

第１厳を参照されたい。

(注２）Wilkins,Ｍ､，“American-JapaneseDir-

ectForeignlnvestmentRelatlonships，１９３０－ 

１９５２，”BustlLessHisZoryReDieuﾉ，ｖｏＬ５６， 

Winter，1982.および，Wilkins，Ｍ,``Japanese

MultinEltionalEnterpriｓｅｂｅｆｏｒｅｌ９１４，,, 

BusmessHIstoD'ReUjeIU，ｖｏＬ６０，Ｓｕｍｍｅｒ， 

1986.を参照されたい鰯

(注３）Sutton,』.，ＳｍＬｈＣｏｓＺｓｑ〃ｄﾉVtWDetStr必

cture：PriceCompetjtjo恥Ａ‘u〃tising，ａｎｄ

ＺｈｅＥＤｏｍＺｉｏ〃Ｑ／ColDCe厄t7QCiolD，Cambridge；

Mass.，TheMITPress，1991.において選定され

ているケース・スタディの対象も食品産業である。

Hosei University Repository


